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国内のみならず、新興国も含めた海外の多様な資産へのアクセスをラインアップ。
長期投資のための国際分散投資やご自身のニーズにあったポートフォリオ構築、
バランスファンドによるメンテナンスフリーの資産運用など、投資スタイルに合わせた
ワンストップな商品選択を可能にしています。

特徴 ① 幅広い品揃え。だから、選びたい、始めたい。

新興国市場への投資は先進国市場への投資に比べて、高い取引コストがかかる場合や複雑な投資規制が課される場合が
あります。そのため、インデックスファンドにおいては対象インデックスとのカイ離が比較的大きくなることがあります。
※販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。

債券バランス（2資産均等型）
 バランス（4資産均等型）／（８資産均等型）／（波乗り型） 

コモディティ

国内 先進国（除く日本）
投資対象地域

新興国

eMAXISとは「資産運用のベーシック・ツール」。
主要資産に投資を行い長期運用にふさわしいラインアップ。
まずはここからはじめてみませんか？

eMAXISプラスとは「資産運用
のステップアップ・ツール」。
組み合わせることで
その魅力の発揮が期待される
ラインアップ。
資産形成の次のステップとして
スパイスを効かせて
みませんか？
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「幅広い品揃え」と「低く設定された信託報酬」。
自分自身で投資を考え、実践する投資家のみなさまに本当に必要なものは何か？

私たちが考えた答えがここにあります。

eMAXISシリーズは、三菱ＵＦＪ国際投信が、ネット投資家のみなさまにお届けする
インデックスファンド・シリーズです。

インデックスファンドと、バランスファンドをラインアップ。 
ご自身の投資スタイルに応じて、使い方は自由自在です。

＊バランスは、4資産均等型、8資産均等型、波乗り型です。
※1 コモディティは、ブルームバーグ社のデータをもとに、2015年10月末時点で存在する公募株式投信（アクティブファンドを含む）を、同社の分類を
参考に、三菱ＵＦＪ国際投信で集計しています。
その他は、三菱アセット・ブレインズ株式会社が提供する「Fund Monitor」をもとに、2015年10月末時点で存在する公募株式投信（アクティブ
ファンドを含む）を、同社の分類を参考に、三菱ＵＦＪ国際投信で集計しています。
なお、業界平均の算出にあたって使用したファンドの信託報酬は、当該ファンドにかかる料率であり、実質的にお客さまが負担する料率とは異なる
場合があります。

※2 全世界株式および債券バランス（2資産均等型）のカテゴリー平均（税込）は、類似する分類が存在しないため記載しておりません。新興国リートは
カテゴリー平均（税込）を算出するに十分な公募株式投信が存在しないため、記載しておりません。

信託報酬控除前の運用利回りを年率3％と仮定。（10,000円で運用スタート）
各信託報酬の場合のパフォーマンスの違いを示しています。

（注）投資信託に係るコストとしては、信託報酬の他にも取扱い金融機関により購入時手数料がかかる場合があります。
また、一部のファンドについては換金時に信託財産留保額がかかります。なお、その他にも、売買委託手数料等に
関して信託財産を通じて間接的にご負担いただく場合があります。
ご投資にあたっては、お客さまの負担となる費用についてくわしくは投資信託説明書（交付目論見書）でご確認
の上、慎重にお選びください。

ネット向けのインデックスファンドだからこそ実現できた低信託報酬。
運用コスト（注）を抑えた、長期投資に向いた商品性を備えています。

<ご参考>信託報酬がパフォーマンスに与える影響（イメージ図）
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＜eMAXISシリーズの信託報酬と業界平均の比較＞
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特徴 ②

上記グラフは信託報酬の大小が長期的にパフォーマンスへ与える影響を明示するためのシミュレーション（税金・
手数料等は考慮しておりません。）であり、各インデックスファンドの将来の運用成果等を保証するものではありません。

低信託報酬。だから、長く続けたい。
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市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
ファンドのリスクについては、「投資リスク」をご参照ください。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
ファンドのリスクについては、「投資リスク」をご参照ください。

※１　原則として、為替ヘッジは行いません。
※２　新興国の現地通貨建て国際機関債、および新興国の現地通貨建て債券の騰落率に償還価額等が連動する債券に実質的に投資することがあります。
＊DR（預託証書）を含みます。DRとは、Depositary Receiptの略で、ある国の企業の株式を当該国外の市場で流通させるため、現地法に従い発行した
代替証券です。株式と同様に金融商品取引所等で取引されます。
■ベンチマークについてはP8、P9をご参照ください。
■運用はマザーファンドへの投資を通じて、各投資対象資産に実質的に投資するファミリーファンド方式により行います。各ファンドのマザーファンドに
ついては投資信託説明書（交付目論見書）をご参照ください。

※3　実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ります。

「　　　　　　　　　　　   」はベンチマークに連動する投資成果をめざして運用を行います。
各ファンドの主要投資対象およびベンチマークは下記の通りです。

ファンド名
商品分類 主要投資対象 ベンチマーク ファンド名

商品分類 主要投資対象 ベンチマーク

eMAXIS 債券バランス（2資産均等型）※3
内外／債券／インデックス型 日本を含む先進国の公社債 国内債券、日本を除く先進国債券の指数を

均等比率で組み合わせた合成ベンチマーク

eMAXIS バランス（4資産均等型）※１
内外／資産複合／インデックス型

日本を含む先進国の株式および
公社債

各投資対象資産の指数を均等比率で組み
合わせた合成ベンチマーク

eMAXIS 国内物価連動国債インデックス
国内／債券／インデックス型 わが国の物価連動国債 NOMURA 物価連動国債インデックス

（フロアあり）

eMAXIS 日経２２５インデックス
国内／株式／インデックス型 わが国の株式 日経平均株価（日経２２５）

eMAXIS ＪＰＸ日経４００インデックス
国内／株式／インデックス型 わが国の金融商品取引所上場株式 ＪＰＸ日経インデックス４００

eMAXIS JAPAN クオリティ150インデックス
国内／株式／インデックス型 わが国の金融商品取引所上場株式 iSTOXX MUTB JAPAN クオリティ150インデックス

eMAXIS ＴＯＰＩＸインデックス
国内／株式／インデックス型 わが国の株式 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）

eMAXIS 国内債券インデックス
国内／債券／インデックス型 わが国の公社債 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合

eMAXIS 国内リートインデックス
国内／不動産投信／インデックス型

わが国の不動産投資信託証券
（リート） 東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）

eMAXIS ＮＹダウインデックス※１

海外／株式／インデックス型 米国の株式 ダウ・ジョーンズ工業株価平均（ＮＹダウ）
（円換算ベース）

eMAXIS 全世界株式インデックス※１

海外／株式／インデックス型
日本を除く先進国ならびに
新興国の株式等＊

MSCI オール・カントリー・ワールド・
インデックス（除く日本、円換算ベース）

eMAXIS 先進国株式インデックス※１

海外／株式／インデックス型 日本を除く先進国の株式 ＭＳＣＩ Ｋｏｋｕｓａｉ Ｉｎｄｅｘ（ＭＳＣＩコクサイ 
インデックス）（円換算ベース）

eMAXIS 先進国債券インデックス※１

海外／債券／インデックス型
日本を除く先進国の
公社債(投資適格債のみ）

シティ世界国債インデックス（除く日本、
円換算ベース）

eMAXIS 先進国リートインデックス※１

海外／不動産投信／インデックス型
日本を除く先進国の
不動産投資信託証券（リート）

Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、
配当込み、円換算ベース）

eMAXIS 新興国株式インデックス※１

海外／株式／インデックス型 新興国の株式等＊ ＭＳＣＩ エマージング・マーケット・
インデックス（円換算ベース）

eMAXIS 新興国債券インデックス※１

海外／債券／インデックス型 新興国の公社債※２ JPモルガンGBI－EMグローバル・
ダイバーシファイド（円換算ベース）

eMAXIS 新興国リートインデックス※１

海外／不動産投信／インデックス型
新興国の不動産投資
信託証券（リート）

Ｓ＆Ｐ新興国リートインデックス（配当込み・
円換算ベース）

ファンド名
商品分類 主要投資対象 ベンチマーク

eMAXISプラス コモディティインデックス※１

海外／その他資産（商品）／インデックス型 世界の商品（コモディティ） ブルームバーグ商品指数トータルリターン
（円換算ベース）

eMAXIS バランス（８資産均等型）※１
内外／資産複合／インデックス型

日本を含む世界各国の株式＊、
公社債および不動産投資信託証券
（リート）

各投資対象資産の指数を均等比率で組み
合わせた合成ベンチマーク

eMAXIS バランス（波乗り型）※１
内外／資産複合

日本を含む世界各国の株式＊、
公社債および不動産投資信託証券
（リート）

ありません。
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市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
ファンドのリスクについては、「投資リスク」をご参照ください。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
ファンドのリスクについては、「投資リスク」をご参照ください。

※１　原則として、為替ヘッジは行いません。
※２　新興国の現地通貨建て国際機関債、および新興国の現地通貨建て債券の騰落率に償還価額等が連動する債券に実質的に投資することがあります。
＊DR（預託証書）を含みます。DRとは、Depositary Receiptの略で、ある国の企業の株式を当該国外の市場で流通させるため、現地法に従い発行した
代替証券です。株式と同様に金融商品取引所等で取引されます。
■ベンチマークについてはP8、P9をご参照ください。
■運用はマザーファンドへの投資を通じて、各投資対象資産に実質的に投資するファミリーファンド方式により行います。各ファンドのマザーファンドに
ついては投資信託説明書（交付目論見書）をご参照ください。

※3　実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ります。

「　　　　　　　　　　　   」はベンチマークに連動する投資成果をめざして運用を行います。
各ファンドの主要投資対象およびベンチマークは下記の通りです。

ファンド名
商品分類 主要投資対象 ベンチマーク ファンド名

商品分類 主要投資対象 ベンチマーク

eMAXIS 債券バランス（2資産均等型）※3
内外／債券／インデックス型 日本を含む先進国の公社債 国内債券、日本を除く先進国債券の指数を

均等比率で組み合わせた合成ベンチマーク

eMAXIS バランス（4資産均等型）※１
内外／資産複合／インデックス型

日本を含む先進国の株式および
公社債

各投資対象資産の指数を均等比率で組み
合わせた合成ベンチマーク

eMAXIS 国内物価連動国債インデックス
国内／債券／インデックス型 わが国の物価連動国債 NOMURA 物価連動国債インデックス

（フロアあり）

eMAXIS 日経２２５インデックス
国内／株式／インデックス型 わが国の株式 日経平均株価（日経２２５）

eMAXIS ＪＰＸ日経４００インデックス
国内／株式／インデックス型 わが国の金融商品取引所上場株式 ＪＰＸ日経インデックス４００

eMAXIS JAPAN クオリティ150インデックス
国内／株式／インデックス型 わが国の金融商品取引所上場株式 iSTOXX MUTB JAPAN クオリティ150インデックス

eMAXIS ＴＯＰＩＸインデックス
国内／株式／インデックス型 わが国の株式 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）

eMAXIS 国内債券インデックス
国内／債券／インデックス型 わが国の公社債 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合

eMAXIS 国内リートインデックス
国内／不動産投信／インデックス型

わが国の不動産投資信託証券
（リート） 東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）

eMAXIS ＮＹダウインデックス※１

海外／株式／インデックス型 米国の株式 ダウ・ジョーンズ工業株価平均（ＮＹダウ）
（円換算ベース）

eMAXIS 全世界株式インデックス※１

海外／株式／インデックス型
日本を除く先進国ならびに
新興国の株式等＊

MSCI オール・カントリー・ワールド・
インデックス（除く日本、円換算ベース）

eMAXIS 先進国株式インデックス※１

海外／株式／インデックス型 日本を除く先進国の株式 ＭＳＣＩ Ｋｏｋｕｓａｉ Ｉｎｄｅｘ（ＭＳＣＩコクサイ 
インデックス）（円換算ベース）

eMAXIS 先進国債券インデックス※１

海外／債券／インデックス型
日本を除く先進国の
公社債(投資適格債のみ）

シティ世界国債インデックス（除く日本、
円換算ベース）

eMAXIS 先進国リートインデックス※１

海外／不動産投信／インデックス型
日本を除く先進国の
不動産投資信託証券（リート）

Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、
配当込み、円換算ベース）

eMAXIS 新興国株式インデックス※１

海外／株式／インデックス型 新興国の株式等＊ ＭＳＣＩ エマージング・マーケット・
インデックス（円換算ベース）

eMAXIS 新興国債券インデックス※１

海外／債券／インデックス型 新興国の公社債※２ JPモルガンGBI－EMグローバル・
ダイバーシファイド（円換算ベース）

eMAXIS 新興国リートインデックス※１

海外／不動産投信／インデックス型
新興国の不動産投資
信託証券（リート）

Ｓ＆Ｐ新興国リートインデックス（配当込み・
円換算ベース）

ファンド名
商品分類 主要投資対象 ベンチマーク

eMAXISプラス コモディティインデックス※１

海外／その他資産（商品）／インデックス型 世界の商品（コモディティ） ブルームバーグ商品指数トータルリターン
（円換算ベース）

eMAXIS バランス（８資産均等型）※１
内外／資産複合／インデックス型

日本を含む世界各国の株式＊、
公社債および不動産投資信託証券
（リート）

各投資対象資産の指数を均等比率で組み
合わせた合成ベンチマーク

eMAXIS バランス（波乗り型）※１
内外／資産複合

日本を含む世界各国の株式＊、
公社債および不動産投資信託証券
（リート）

ありません。
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市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
ファンドのリスクについては、「投資リスク」をご参照ください。

■ベンチマークについてはP8、9をご参照ください。

各マザーファンド等を通じて、日本を含む世界各国の株式（ＤＲ（預託証書）を含み
ます。）、公社債および不動産投資信託証券（リート）に実質的な投資を行います。
各投資対象資産の指数を均等比率で組み合わせた合成ベンチマーク※3に連動する
成果をめざして運用を行います。

※3 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）、ＭＳＣＩ Ｋｏｋｕｓａｉ Ｉｎｄｅｘ（ＭＳＣＩコクサイ インデックス）（円換算ベース）、ＭＳＣＩ 
エマージング・マーケット・インデックス（円換算ベース）、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合、シティ世界国債
インデックス（除く日本、円換算ベース）、ＪＰモルガンＧＢＩ‐ＥＭグローバル・ダイバーシファイド
（円換算ベース）、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）およびＳ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、
円換算ベース）を12.5％ずつ組み合わせた合成指数をいいます。

バランス（８資産均等型）

「eMAXIS バランス」は、資産運用を行う上で
難しい資産選択や資産構成の見直しといったメンテナンスの必要がなく、
投資の世界に踏み出す「はじめの一歩」としてもご活用いただける商品です。 

株式や為替のリスクを極力取らないよう、他のeMAXISバランスよりもリスクの源泉を
少なくした国内債券とヘッジ付先進国債券に半分ずつ投資する

「債券バランス（2資産均等型）」、
新興国やリートを除く国内外の4資産に均等に投資する「4資産均等型」、

8つの資産に均等に投資する「８資産均等型」、
過去のパフォーマンスに応じて投資比率を変更する「波乗り型」の4本をご用意。

資産運用の目的、リスク許容度に応じて「eMAXISバランス」をご活用ください。

国内株式
12.5％

先進国株式
12.5％

先進国リート
12.5％

国内債券
12.5％

先進国債券
12.5％

国内リート
12.5％

新興国株式
12.5％

新興国債券
12.5％

＜基本投資割合＞

日本債券インデックスマザーファンドならびにヘッジ付外国債券インデックスマザー
ファンド等を通じて、日本を含む先進国の公社債に実質的な投資を行います。国内
債券、日本を除く先進国債券の指数を均等比率で組み合わせた合成ベンチマーク※1
に連動する成果をめざして運用を行います。

※1 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合およびシティ世界国債インデックス（除く日本、円ヘッジ・円ベース）を50％ずつ
組み合わせた合成指数をいいます。

債券バランス（２資産均等型）

国内債券
50％

ヘッジ付
先進国債券
50％

＜基本投資割合＞

各マザーファンド等を通じて、日本を含む先進国の株式および公社債に実質的な投資
を行います。各投資対象資産の指数を均等比率で組み合わせた合成ベンチマーク※2
に連動する成果をめざして運用を行います。

※2 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）、ＭＳＣＩ Ｋｏｋｕｓａｉ Ｉｎｄｅｘ（ＭＳＣＩコクサイ インデックス）（円換算ベース）、
ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合およびシティ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）を25％ずつ組み
合わせた合成指数をいいます。

バランス（４資産均等型）

国内株式
25％

先進国債券
25％

先進国株式
25％

国内債券
25％

＜基本投資割合＞

日経平均株価とは、東京証
券取引所第一部上場銘柄
のうち代表的な225銘柄を
対象として日本経済新聞社
により算出、公表される株
価指数です。

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）と
は、東京証券取引所第一部
に上場する内国普通株式
全銘柄を対象として算出
した指数で、わが国の株式
市場全体の値動きを表す
代表的な株価指数です。 

ＪＰＸ日経インデックス４００
とは、東京証券取引所の第
一部、第二部、マザーズ、
ＪＡＳＤＡＱを主たる市場と
する普通株式等の中から
時価総額、売買代金、ＲＯＥ
等を基に原則400銘柄を
選定し算出される株価指数
です。

ｉＳＴＯＸＸ ＭＵＴＢ ＪＡＰＡＮ 
クオリティ１５０インデックス
とは、東京証券取引所を主
たる市場とする普通株式等
の中から時価総額、流動性
によりスクリーニングされ
る投資ユニバースのうち、
高ＲＯＥかつ、①財務健全性、
②キャッシュフロー収益性、
③利益安定性の３点に着目
し、高ＲＯＥの継続性を評価
して150銘柄を選定し算出
される株価指数です。

日経平均株価 東証株価指数
（TOPIX）

JPX日経
インデックス400

iSTOXX MUTB 
JAPAN クオリティ150

インデックス

（ご参考） eMAXISシリーズで国内株式に投資するファンドのベンチマークについて

概要

東証市場第一部に上場する
銘柄から選定された225
銘柄 

東証市場第一部に上場する
内国普通株式全銘柄 

東証の市場第一部、市場第
二部、マザーズ、JASDAQ 
を主市場とする普通株式の
中から選定された400銘柄 

東証を主市場とする普通
株式等の中から選定された
150銘柄投資対象

日本経済新聞社 東京証券取引所 日本取引所グループ/東京
証券取引所及び日本経済
新聞社 

STOXX社
算出元

市場流動性とセクター（日
経業種分類の36業種を6
つに集約したもの）間のバ
ランスにより選定 

東証市場第一部に上場する
内国普通株式全銘柄 

時価総額、売買代金、ROE 
等を基に選定 

高ROEかつ、①財務健全性、
②キャッシュフロー収益性、
③利益安定性の3点に着目
し、高ROEの継続性を評価
して選定

構成基準

原則年１回
（10月の第一営業日） 

定期入替なし  原則年１回
（8月の最終営業日）  

原則年2回（6、12月）銘柄入替

株価平均型 浮動株調整時価総額加重
型

浮動株調整時価総額加重
型（1.5%キャップ付き）  

浮動株調整時価総額加重
型（2％キャップ付き）構成ウェイト

東証上場全銘柄

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）

日経平均株価 ＪＰＸ日経インデックス４００ ｉＳＴＯＸＸ ＭＵＴＢ ＪＡＰＡＮ
クオリティ１５０インデックス

東証１部
上場銘柄

・時価総額
・売買代金
・ＲＯＥ
等を基に選定

流動性と
業種バランスを
考慮して選定

高ＲＯＥ銘柄のうち、
将来も高ＲＯＥを継続
する可能性の高い
銘柄を選定

※東証上場銘柄（市場第一部、
第二部、マザーズ、JASDAQ）
から選定
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市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
ファンドのリスクについては、「投資リスク」をご参照ください。

■ベンチマークについてはP8、9をご参照ください。

各マザーファンド等を通じて、日本を含む世界各国の株式（ＤＲ（預託証書）を含み
ます。）、公社債および不動産投資信託証券（リート）に実質的な投資を行います。
各投資対象資産の指数を均等比率で組み合わせた合成ベンチマーク※3に連動する
成果をめざして運用を行います。

※3 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）、ＭＳＣＩ Ｋｏｋｕｓａｉ Ｉｎｄｅｘ（ＭＳＣＩコクサイ インデックス）（円換算ベース）、ＭＳＣＩ 
エマージング・マーケット・インデックス（円換算ベース）、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合、シティ世界国債
インデックス（除く日本、円換算ベース）、ＪＰモルガンＧＢＩ‐ＥＭグローバル・ダイバーシファイド
（円換算ベース）、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）およびＳ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、
円換算ベース）を12.5％ずつ組み合わせた合成指数をいいます。

バランス（８資産均等型）

「eMAXIS バランス」は、資産運用を行う上で
難しい資産選択や資産構成の見直しといったメンテナンスの必要がなく、
投資の世界に踏み出す「はじめの一歩」としてもご活用いただける商品です。 

株式や為替のリスクを極力取らないよう、他のeMAXISバランスよりもリスクの源泉を
少なくした国内債券とヘッジ付先進国債券に半分ずつ投資する

「債券バランス（2資産均等型）」、
新興国やリートを除く国内外の4資産に均等に投資する「4資産均等型」、

8つの資産に均等に投資する「８資産均等型」、
過去のパフォーマンスに応じて投資比率を変更する「波乗り型」の4本をご用意。

資産運用の目的、リスク許容度に応じて「eMAXISバランス」をご活用ください。

国内株式
12.5％

先進国株式
12.5％

先進国リート
12.5％

国内債券
12.5％

先進国債券
12.5％

国内リート
12.5％

新興国株式
12.5％

新興国債券
12.5％

＜基本投資割合＞

日本債券インデックスマザーファンドならびにヘッジ付外国債券インデックスマザー
ファンド等を通じて、日本を含む先進国の公社債に実質的な投資を行います。国内
債券、日本を除く先進国債券の指数を均等比率で組み合わせた合成ベンチマーク※1
に連動する成果をめざして運用を行います。

※1 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合およびシティ世界国債インデックス（除く日本、円ヘッジ・円ベース）を50％ずつ
組み合わせた合成指数をいいます。

債券バランス（２資産均等型）

国内債券
50％

ヘッジ付
先進国債券
50％

＜基本投資割合＞

各マザーファンド等を通じて、日本を含む先進国の株式および公社債に実質的な投資
を行います。各投資対象資産の指数を均等比率で組み合わせた合成ベンチマーク※2
に連動する成果をめざして運用を行います。

※2 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）、ＭＳＣＩ Ｋｏｋｕｓａｉ Ｉｎｄｅｘ（ＭＳＣＩコクサイ インデックス）（円換算ベース）、
ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合およびシティ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）を25％ずつ組み
合わせた合成指数をいいます。

バランス（４資産均等型）

国内株式
25％

先進国債券
25％

先進国株式
25％

国内債券
25％

＜基本投資割合＞

日経平均株価とは、東京証
券取引所第一部上場銘柄
のうち代表的な225銘柄を
対象として日本経済新聞社
により算出、公表される株
価指数です。

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）と
は、東京証券取引所第一部
に上場する内国普通株式
全銘柄を対象として算出
した指数で、わが国の株式
市場全体の値動きを表す
代表的な株価指数です。 

ＪＰＸ日経インデックス４００
とは、東京証券取引所の第
一部、第二部、マザーズ、
ＪＡＳＤＡＱを主たる市場と
する普通株式等の中から
時価総額、売買代金、ＲＯＥ
等を基に原則400銘柄を
選定し算出される株価指数
です。

ｉＳＴＯＸＸ ＭＵＴＢ ＪＡＰＡＮ 
クオリティ１５０インデックス
とは、東京証券取引所を主
たる市場とする普通株式等
の中から時価総額、流動性
によりスクリーニングされ
る投資ユニバースのうち、
高ＲＯＥかつ、①財務健全性、
②キャッシュフロー収益性、
③利益安定性の３点に着目
し、高ＲＯＥの継続性を評価
して150銘柄を選定し算出
される株価指数です。

日経平均株価 東証株価指数
（TOPIX）

JPX日経
インデックス400

iSTOXX MUTB 
JAPAN クオリティ150

インデックス

（ご参考） eMAXISシリーズで国内株式に投資するファンドのベンチマークについて

概要

東証市場第一部に上場する
銘柄から選定された225
銘柄 

東証市場第一部に上場する
内国普通株式全銘柄 

東証の市場第一部、市場第
二部、マザーズ、JASDAQ 
を主市場とする普通株式の
中から選定された400銘柄 

東証を主市場とする普通
株式等の中から選定された
150銘柄投資対象

日本経済新聞社 東京証券取引所 日本取引所グループ/東京
証券取引所及び日本経済
新聞社 

STOXX社
算出元

市場流動性とセクター（日
経業種分類の36業種を6
つに集約したもの）間のバ
ランスにより選定 

東証市場第一部に上場する
内国普通株式全銘柄 

時価総額、売買代金、ROE 
等を基に選定 

高ROEかつ、①財務健全性、
②キャッシュフロー収益性、
③利益安定性の3点に着目
し、高ROEの継続性を評価
して選定

構成基準

原則年１回
（10月の第一営業日） 

定期入替なし  原則年１回
（8月の最終営業日）  

原則年2回（6、12月）銘柄入替

株価平均型 浮動株調整時価総額加重
型

浮動株調整時価総額加重
型（1.5%キャップ付き）  

浮動株調整時価総額加重
型（2％キャップ付き）構成ウェイト

東証上場全銘柄

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）

日経平均株価 ＪＰＸ日経インデックス４００ ｉＳＴＯＸＸ ＭＵＴＢ ＪＡＰＡＮ
クオリティ１５０インデックス

東証１部
上場銘柄

・時価総額
・売買代金
・ＲＯＥ
等を基に選定

流動性と
業種バランスを
考慮して選定

高ＲＯＥ銘柄のうち、
将来も高ＲＯＥを継続
する可能性の高い
銘柄を選定

※東証上場銘柄（市場第一部、
第二部、マザーズ、JASDAQ）
から選定
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■ベンチマークについて（1）

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
ファンドのリスクについては、「投資リスク」をご参照ください。

 日経平均株価（日経２２５） とは、東京証券取引所第一部上場銘柄
のうち代表的な225銘柄を対象として日本経済新聞社により算出、
公表される株価指数です。当指数は、増資・権利落ち等の市況
とは無関係の株価変動要因を修正して連続性を持たせたもので、
わが国の株式市場動向を継続的に捉える指標として、広く利用され
ています。日経平均株価（日経２２５）に関する知的財産権その他
一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。日本経済新聞社は、
日経平均株価（日経２２５）の内容を変える権利および公表を停止
する権利を有しています。当ファンドは、委託会社等の責任のもと
で運用されるものであり、日本経済新聞社は、その運用および当
ファンドの取引に関して、一切の責任を負いません。日本経済新聞
社は、日経平均株価（日経２２５）を継続的に公表する義務を負う
ものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負い
ません。

 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） とは、東京証券取引所第一部に上場する
内国普通株式全銘柄を対象として算出した指数で、わが国の株式
市場全体の値動きを表す代表的な株価指数です。ＴＯＰＩＸの指数値
およびＴＯＰＩＸの商標は、東京証券取引所の知的財産権であり、
株価指数の算出、指数値の公表、利用などＴＯＰＩＸに関するすべて
の権利およびＴＯＰＩＸの商標に関するすべての権利は東京証券
取引所が有します。東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値の算出
もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの指数値の算出もしくは公表
の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使用の停止を行うこと
ができます。東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの商標の使用もしくは
ＴＯＰＩＸの指数の引用に関して得られる結果について、何ら保証、
言及をするものではありません。東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの
指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証する
ものではありません。また、東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値の
算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。
本件インデックス・ファンドは、ＴＯＰＩＸの指数値に連動した投資
成果を目標として運用しますが、本件インデックス・ファンドの基準
価額とＴＯＰＩＸの指数値が著しくカイ離することがあります。本件
インデックス・ファンドは、東京証券取引所により提供、保証または
販売されるものではありません。東京証券取引所は、本件インデッ
クス・ファンドの購入者または公衆に対し、本件インデックス・
ファンドの説明、投資のアドバイスをする義務を持ちません。東京
証券取引所は、委託会社または本件インデックス・ファンドの購入
者のニーズを、ＴＯＰＩＸの指数値を算出する銘柄構成、計算に考慮
するものではありません。以上の項目に限らず、東京証券取引所は
本件インデックス・ファンドの発行または売買に起因するいかなる
損害に対しても、責任を有しません。

 ＪＰＸ日経インデックス４００ とは、東京証券取引所の第一部、第二
部、マザーズ、ＪＡＳＤＡＱを主たる市場とする普通株式等の中から
時価総額、売買代金、ＲＯＥ等を基に原則400銘柄を選定し算出
される株価指数です。ＪＰＸ日経インデックス４００は、2013年（平成
25年）８月30日の時価総額を10,000ポイントとして、日本取引所
グループ、東京証券取引所および日本経済新聞社が算出・公表
しています。算出対象銘柄数の増減や増資など市況変動によら
ない時価総額の増減が発生する場合は、その連続性を維持する
ため、基準時の時価総額（基準時価総額）を修正します。「ＪＰＸ日経
インデックス４００」は、株式会社日本取引所グループおよび株式
会社東京証券取引所（以下、総称して「ＪＰＸグループ」といいます。）
と株式会社日本経済新聞社（以下、「日本経済新聞社」といいます。）
によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、
ＪＰＸグループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」
自体および「ＪＰＸ日経インデックス４００」を算定する手法に対して、
著作権その他一切の知的財産権を有しています。「ＪＰＸ日経イン
デックス４００」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、
すべてＪＰＸグループと日本経済新聞社に帰属しています。ファンドは、
委託会社等の責任のもとで運用されるものであり、ＪＰＸグループと
日本経済新聞社は、その運用およびファンドの取引に関して、一切
の責任を負いません。ＪＰＸグループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ
日経インデックス４００」を継続的に公表する義務を負うものでは
なく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負いません。
ＪＰＸグループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」の

構成銘柄、計算方法、その他「ＪＰＸ日経インデックス４００」の内容
を変える権利および公表を停止する権利を有しています。

 ｉＳＴＯＸＸ ＭＵＴＢ ＪＡＰＡＮ クオリティ１５０インデックス（以下「対象
インデックス」） とは、東京証券取引所を主たる市場とする普通
株式等の中から時価総額、流動性によりスクリーニングされる投資
ユニバースのうち、高ＲＯＥかつ、①財務健全性、②キャッシュフロー
収益性、③利益安定性の３点に着目し、高ＲＯＥの継続性を評価して
150銘柄を選定し算出される株価指数です。対象インデックスは、
三菱ＵＦＪ信託銀行が有するアクティブ運用機関としてのノウハウ
とSTOXXリミテッド（スイス、チューリヒ） （以下「ＳＴＯＸＸ社」）が
有する指数提供機関としての経験を活用し、両社で共同開発した
ものです。2001年６月18日の時価総額を100として、ＳＴＯＸＸ社
が算出・公表しています。対象インデックスは、ＳＴＯＸＸ社及び／
又は同社のライセンサー（以下「ライセンサー」）の知的財産（商標
登録を含みます）であり、ライセンスの下で使用されます。本金融
商品は、STOXX社及び／又はライセンサーが後援、宣伝、販売
又はその他のいかなる形での支援も行うものではありません。又、
STOXX社及びライセンサーは、本金融商品に一般的に関係して、
又は対象インデックス若しくはそのデータにおけるエラー、遺漏
若しくは中断に個別に関連して、（過失の有無を問わず）いかなる
責任も負うものではありません。

 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合 とは、野村證券株式会社が発表している
わが国の代表的な債券パフォーマンスインデックスで、国債の他、
地方債、政府保証債、金融債、事業債および円建外債等で構成
されており、ポートフォリオの投資収益率・利回り・クーポン・
デュレーション等の各指標が日々公表されます。
 NOMURA 物価連動国債インデックス（フロアあり） とは、野村
證券株式会社が発表している日本国が発行したフロアありの物価
連動国債のパフォーマンスインデックスで、ポートフォリオの投資
収益率・利回り・クーポン・デュレーション等の各指標が日々公表
されます。
各指数は野村證券株式会社の知的財産であり、当ファンドの運用
成果に関し、野村證券株式会社は一切関係ありません。

 東証REIT指数（配当込み） とは、東京証券取引所に上場している
不動産投資信託全銘柄を対象として算出した東証REIT指数に、
分配金支払いによる権利落ちの修正を加えた指数です。東証REIT
指数の指数値および東証REIT指数の商標は、東京証券取引所の
知的財産権であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証REIT
指数に関するすべての権利および東証REIT指数の商標に関する
すべての権利は東京証券取引所が有します。東京証券取引所は、
東証REIT指数の指数値の算出もしくは公表の方法の変更、東証
REIT指数の指数値の算出もしくは公表の停止または東証REIT
指数の商標の変更もしくは使用の停止を行うことができます。
東京証券取引所は、東証REIT指数の商標の使用もしくは東証REIT
指数の指数の引用に関して得られる結果について、何ら保証、言及
をするものではありません。東京証券取引所は、東証REIT指数の
指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証する
ものではありません。また、東京証券取引所は、東証REIT指数の
指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を
負いません。本件インデックス・ファンドは、東証REIT指数（配当
込み）の指数値に連動した投資成果を目標として運用しますが、
本件インデックス・ファンドの基準価額と東証REIT指数（配当込み）
の指数値が著しくカイ離することがあります。本件インデックス・
ファンドは、東京証券取引所により提供、保証または販売されるもの
ではありません。東京証券取引所は、本件インデックス・ファンド
の購入者または公衆に対し、本件インデックス・ファンドの説明、
投資のアドバイスをする義務を持ちません。東京証券取引所は、
委託会社または本件インデックス・ファンドの購入者のニーズを、
東証REIT指数の指数値を算出する銘柄構成、計算に考慮するもの
ではありません。以上の項目に限らず、東京証券取引所は本件
インデックス・ファンドの発行または売買に起因するいかなる損害
に対しても、責任を有しません。

右記はトレンドフォロー戦略の基本的なプロセスとイメージを示したもので
あり、実際の運用においては資産の時価変動の影響によって生じる組入
比率の変化の調節と合わせて資産の入替えを行います。
各市場の休業日や市況動向および資金動向等により、右記のような運用
が行えない場合があります。
本戦略は、各資産の過去の騰落率をもとに投資判断を行いますが、将来
の運用状況・成果等を示唆・保証するものではありません。

各マザーファンド等を通じて、日本を含む世界各国の株式（ＤＲ（預託証書）を含みます。）、公社債および不動産投資信託
証券（リート）に実質的な投資を行います。国内株式、先進国株式、新興国株式および国内債券への投資にあたっては、
トレンドフォロー戦略＊を活用し、機動的に資金を配分します。

バランス（波乗り型）

＊「トレンドフォロー戦略」の目的
この戦略の目的は、『直近に良好な運用成績を記録した資産は、一定期間好調なパフォーマンスが継続する』という
仮定を基に、過去の運用成績が良い資産の投資比率を上げていくことです。言い換えれば、市場動向の「波に乗る」戦略と
言えます。

＜基本投資割合＞

資産の入替えを行うことにより、ポートフォリオは徐々に変化していきます。

＜戦略のプロセス＞
①トレンドフォロー戦略の活用部分を25ユニットに均等分割し、毎営業日１ユニットずつ資産の入替えを行います。
②資産の入替えにあたっては、トレンドフォロー戦略の対象とする４資産の過去２５営業日間騰落率を測定し、最も良い運用成績を記録した資産を選定します。
③選定した資産は買付け後２５営業日間保有します。また、保有期間の終了した資産は売却し、同様の選定方法を用いて資産の入替えを行います。
・保有期間の終了した資産と新たに選定された資産が同一の場合は、25営業日間継続保有します。

＜各バランスファンドのリスク/リターンイメージ図＞

＜ご参考：各バランスファンドのリスクの有無について＞

※外貨建資産については原則として為替ヘッジを行い、為替リスクの低減を図ります。

債券バランス（２資産均等型）

バランス（４資産均等型）

バランス（８資産均等型・波乗り型）

・上記はイメージ図であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

トレンドフォロー
戦略
30％

先進国リート
12.5％

国内債券 5％

先進国債券
12.5％

国内リート
12.5％

新興国株式 5％

新興国債券
12.5％

先進国株式 5％
国内株式 5％

投資ユニット 投資行動

先進国株式 国内債券

国内株式 国内株式

国内株式 新興国株式
25営業日間保有

リスクの源泉 ８資産均等型・波乗り型4資産均等型2資産均等型
債券
株式
為替
新興国
リート

あり
なし
なし※

なし
なし

あり
あり
あり
なし
なし

あり
あり
あり
あり
あり

継続保有

営業日25
日
前

24
日
前

24
日
後

本
日
翌
日

前
日

〜〜 〜〜

＜本日のポートフォリオ＞

先進国
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債券
先進国
債券

国内
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新興国
株式

国内
債券
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大

小
大
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■ベンチマークについて（1）

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
ファンドのリスクについては、「投資リスク」をご参照ください。

 日経平均株価（日経２２５） とは、東京証券取引所第一部上場銘柄
のうち代表的な225銘柄を対象として日本経済新聞社により算出、
公表される株価指数です。当指数は、増資・権利落ち等の市況
とは無関係の株価変動要因を修正して連続性を持たせたもので、
わが国の株式市場動向を継続的に捉える指標として、広く利用され
ています。日経平均株価（日経２２５）に関する知的財産権その他
一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。日本経済新聞社は、
日経平均株価（日経２２５）の内容を変える権利および公表を停止
する権利を有しています。当ファンドは、委託会社等の責任のもと
で運用されるものであり、日本経済新聞社は、その運用および当
ファンドの取引に関して、一切の責任を負いません。日本経済新聞
社は、日経平均株価（日経２２５）を継続的に公表する義務を負う
ものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負い
ません。

 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） とは、東京証券取引所第一部に上場する
内国普通株式全銘柄を対象として算出した指数で、わが国の株式
市場全体の値動きを表す代表的な株価指数です。ＴＯＰＩＸの指数値
およびＴＯＰＩＸの商標は、東京証券取引所の知的財産権であり、
株価指数の算出、指数値の公表、利用などＴＯＰＩＸに関するすべて
の権利およびＴＯＰＩＸの商標に関するすべての権利は東京証券
取引所が有します。東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値の算出
もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの指数値の算出もしくは公表
の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使用の停止を行うこと
ができます。東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの商標の使用もしくは
ＴＯＰＩＸの指数の引用に関して得られる結果について、何ら保証、
言及をするものではありません。東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの
指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証する
ものではありません。また、東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値の
算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。
本件インデックス・ファンドは、ＴＯＰＩＸの指数値に連動した投資
成果を目標として運用しますが、本件インデックス・ファンドの基準
価額とＴＯＰＩＸの指数値が著しくカイ離することがあります。本件
インデックス・ファンドは、東京証券取引所により提供、保証または
販売されるものではありません。東京証券取引所は、本件インデッ
クス・ファンドの購入者または公衆に対し、本件インデックス・
ファンドの説明、投資のアドバイスをする義務を持ちません。東京
証券取引所は、委託会社または本件インデックス・ファンドの購入
者のニーズを、ＴＯＰＩＸの指数値を算出する銘柄構成、計算に考慮
するものではありません。以上の項目に限らず、東京証券取引所は
本件インデックス・ファンドの発行または売買に起因するいかなる
損害に対しても、責任を有しません。

 ＪＰＸ日経インデックス４００ とは、東京証券取引所の第一部、第二
部、マザーズ、ＪＡＳＤＡＱを主たる市場とする普通株式等の中から
時価総額、売買代金、ＲＯＥ等を基に原則400銘柄を選定し算出
される株価指数です。ＪＰＸ日経インデックス４００は、2013年（平成
25年）８月30日の時価総額を10,000ポイントとして、日本取引所
グループ、東京証券取引所および日本経済新聞社が算出・公表
しています。算出対象銘柄数の増減や増資など市況変動によら
ない時価総額の増減が発生する場合は、その連続性を維持する
ため、基準時の時価総額（基準時価総額）を修正します。「ＪＰＸ日経
インデックス４００」は、株式会社日本取引所グループおよび株式
会社東京証券取引所（以下、総称して「ＪＰＸグループ」といいます。）
と株式会社日本経済新聞社（以下、「日本経済新聞社」といいます。）
によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、
ＪＰＸグループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」
自体および「ＪＰＸ日経インデックス４００」を算定する手法に対して、
著作権その他一切の知的財産権を有しています。「ＪＰＸ日経イン
デックス４００」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、
すべてＪＰＸグループと日本経済新聞社に帰属しています。ファンドは、
委託会社等の責任のもとで運用されるものであり、ＪＰＸグループと
日本経済新聞社は、その運用およびファンドの取引に関して、一切
の責任を負いません。ＪＰＸグループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ
日経インデックス４００」を継続的に公表する義務を負うものでは
なく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負いません。
ＪＰＸグループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」の

構成銘柄、計算方法、その他「ＪＰＸ日経インデックス４００」の内容
を変える権利および公表を停止する権利を有しています。

 ｉＳＴＯＸＸ ＭＵＴＢ ＪＡＰＡＮ クオリティ１５０インデックス（以下「対象
インデックス」） とは、東京証券取引所を主たる市場とする普通
株式等の中から時価総額、流動性によりスクリーニングされる投資
ユニバースのうち、高ＲＯＥかつ、①財務健全性、②キャッシュフロー
収益性、③利益安定性の３点に着目し、高ＲＯＥの継続性を評価して
150銘柄を選定し算出される株価指数です。対象インデックスは、
三菱ＵＦＪ信託銀行が有するアクティブ運用機関としてのノウハウ
とSTOXXリミテッド（スイス、チューリヒ） （以下「ＳＴＯＸＸ社」）が
有する指数提供機関としての経験を活用し、両社で共同開発した
ものです。2001年６月18日の時価総額を100として、ＳＴＯＸＸ社
が算出・公表しています。対象インデックスは、ＳＴＯＸＸ社及び／
又は同社のライセンサー（以下「ライセンサー」）の知的財産（商標
登録を含みます）であり、ライセンスの下で使用されます。本金融
商品は、STOXX社及び／又はライセンサーが後援、宣伝、販売
又はその他のいかなる形での支援も行うものではありません。又、
STOXX社及びライセンサーは、本金融商品に一般的に関係して、
又は対象インデックス若しくはそのデータにおけるエラー、遺漏
若しくは中断に個別に関連して、（過失の有無を問わず）いかなる
責任も負うものではありません。

 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合 とは、野村證券株式会社が発表している
わが国の代表的な債券パフォーマンスインデックスで、国債の他、
地方債、政府保証債、金融債、事業債および円建外債等で構成
されており、ポートフォリオの投資収益率・利回り・クーポン・
デュレーション等の各指標が日々公表されます。
 NOMURA 物価連動国債インデックス（フロアあり） とは、野村
證券株式会社が発表している日本国が発行したフロアありの物価
連動国債のパフォーマンスインデックスで、ポートフォリオの投資
収益率・利回り・クーポン・デュレーション等の各指標が日々公表
されます。
各指数は野村證券株式会社の知的財産であり、当ファンドの運用
成果に関し、野村證券株式会社は一切関係ありません。

 東証REIT指数（配当込み） とは、東京証券取引所に上場している
不動産投資信託全銘柄を対象として算出した東証REIT指数に、
分配金支払いによる権利落ちの修正を加えた指数です。東証REIT
指数の指数値および東証REIT指数の商標は、東京証券取引所の
知的財産権であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証REIT
指数に関するすべての権利および東証REIT指数の商標に関する
すべての権利は東京証券取引所が有します。東京証券取引所は、
東証REIT指数の指数値の算出もしくは公表の方法の変更、東証
REIT指数の指数値の算出もしくは公表の停止または東証REIT
指数の商標の変更もしくは使用の停止を行うことができます。
東京証券取引所は、東証REIT指数の商標の使用もしくは東証REIT
指数の指数の引用に関して得られる結果について、何ら保証、言及
をするものではありません。東京証券取引所は、東証REIT指数の
指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証する
ものではありません。また、東京証券取引所は、東証REIT指数の
指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を
負いません。本件インデックス・ファンドは、東証REIT指数（配当
込み）の指数値に連動した投資成果を目標として運用しますが、
本件インデックス・ファンドの基準価額と東証REIT指数（配当込み）
の指数値が著しくカイ離することがあります。本件インデックス・
ファンドは、東京証券取引所により提供、保証または販売されるもの
ではありません。東京証券取引所は、本件インデックス・ファンド
の購入者または公衆に対し、本件インデックス・ファンドの説明、
投資のアドバイスをする義務を持ちません。東京証券取引所は、
委託会社または本件インデックス・ファンドの購入者のニーズを、
東証REIT指数の指数値を算出する銘柄構成、計算に考慮するもの
ではありません。以上の項目に限らず、東京証券取引所は本件
インデックス・ファンドの発行または売買に起因するいかなる損害
に対しても、責任を有しません。

右記はトレンドフォロー戦略の基本的なプロセスとイメージを示したもので
あり、実際の運用においては資産の時価変動の影響によって生じる組入
比率の変化の調節と合わせて資産の入替えを行います。
各市場の休業日や市況動向および資金動向等により、右記のような運用
が行えない場合があります。
本戦略は、各資産の過去の騰落率をもとに投資判断を行いますが、将来
の運用状況・成果等を示唆・保証するものではありません。

各マザーファンド等を通じて、日本を含む世界各国の株式（ＤＲ（預託証書）を含みます。）、公社債および不動産投資信託
証券（リート）に実質的な投資を行います。国内株式、先進国株式、新興国株式および国内債券への投資にあたっては、
トレンドフォロー戦略＊を活用し、機動的に資金を配分します。

バランス（波乗り型）

＊「トレンドフォロー戦略」の目的
この戦略の目的は、『直近に良好な運用成績を記録した資産は、一定期間好調なパフォーマンスが継続する』という
仮定を基に、過去の運用成績が良い資産の投資比率を上げていくことです。言い換えれば、市場動向の「波に乗る」戦略と
言えます。

＜基本投資割合＞

資産の入替えを行うことにより、ポートフォリオは徐々に変化していきます。

＜戦略のプロセス＞
①トレンドフォロー戦略の活用部分を25ユニットに均等分割し、毎営業日１ユニットずつ資産の入替えを行います。
②資産の入替えにあたっては、トレンドフォロー戦略の対象とする４資産の過去２５営業日間騰落率を測定し、最も良い運用成績を記録した資産を選定します。
③選定した資産は買付け後２５営業日間保有します。また、保有期間の終了した資産は売却し、同様の選定方法を用いて資産の入替えを行います。
・保有期間の終了した資産と新たに選定された資産が同一の場合は、25営業日間継続保有します。

＜各バランスファンドのリスク/リターンイメージ図＞

＜ご参考：各バランスファンドのリスクの有無について＞

※外貨建資産については原則として為替ヘッジを行い、為替リスクの低減を図ります。

債券バランス（２資産均等型）

バランス（４資産均等型）

バランス（８資産均等型・波乗り型）

・上記はイメージ図であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

トレンドフォロー
戦略
30％

先進国リート
12.5％

国内債券 5％

先進国債券
12.5％

国内リート
12.5％

新興国株式 5％

新興国債券
12.5％

先進国株式 5％
国内株式 5％

投資ユニット 投資行動

先進国株式 国内債券

国内株式 国内株式

国内株式 新興国株式
25営業日間保有

リスクの源泉 ８資産均等型・波乗り型4資産均等型2資産均等型
債券
株式
為替
新興国
リート

あり
なし
なし※

なし
なし

あり
あり
あり
なし
なし

あり
あり
あり
あり
あり
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＜本日のポートフォリオ＞
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＜24日後のポートフォリオ＞
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先進国
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国内
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債券

資産の入替え
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（注）各ファンドに該当するリスクは○印でご確認ください。また、◎印はファンドに与える影響度がより大きなものを表しています。
※外貨建資産については原則として為替ヘッジを行い、為替リスクの低減を図ります。

各ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用に
より信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元金が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を
被り、投資元金を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。
eMAXISプラス コモディティインデックスは、特定の有価証券等への投資に係るリスクを伴いますが、複数銘柄に分散する場合に
比べ、分散投資効果が得られないことから、特定の有価証券等が受けるリスクの影響をほぼ直接に受けます。

投資リスク

（価格変動リスク）
一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動し、公社債の価格は市場金利の
変動等を受けて変動し、また、不動産投資信託証券（リート）の価格は保有不動産等の価値やそこから得られる収益の
増減等により変動するため、ファンドはその影響を受け組入株式や組入公社債、組入不動産投資信託証券の価格の
下落は基準価額の下落要因となります。
また、物価連動国債については、上記のほか物価の変動による影響を受け価格が変動します。一般に、物価が下落した
場合あるいは物価の下落が見込まれる場合には、物価連動国債の価格が下落するため、基準価額の下落要因となり
ます。
一般に、商品（コモディティ）価格は需給関係や為替、金利の変化など様々な要因により大きく変動します。eMAXIS
プラス コモディティインデックスが投資する有価証券等は特定の商品指数の変動の影響を受けるため、ファンドは
その影響を受け組入有価証券等の価格の下落は基準価額の下落要因となります。

（為替変動リスク）
eMAXIS NYダウインデックス、eMAXIS 全世界株式インデックス、eMAXIS 先進国株式インデックス、eMAXIS 
先進国債券インデックス、eMAXIS 先進国リートインデックス、eMAXIS 新興国株式インデックス、eMAXIS 新興国
債券インデックス、eMAXIS 新興国リートインデックス、eMAXIS バランス（4資産均等型）、eMAXIS バランス（8資産
均等型）、eMAXIS バランス（波乗り型）、eMAXISプラス コモディティインデックスにおいて、組入外貨建資産につい
ては、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受けます。
eMAXIS 債券バランス（2資産均等型）において、組入外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの
低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。為替ヘッジを行う場合で円金利がヘッジ
対象通貨建の金利より低いときには、これらの金利差相当分がヘッジコストとなります。

市場リスク

各ファンドの基準価額の変動要因となる主なリスク
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◎

価格変動リスク

市場リスク

為替変動リスク 信用リスク
eMAXISシリーズ

○
○
○
○
◎
○
◎
○
◎
○
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎

流動性リスク
－
－
－
－
－
－
－
－
◎
－
－
－
◎
◎
◎
－
－
◎
◎
－

カントリーリスク
日経２２５インデックス
ＴＯＰＩＸインデックス
ＪＰＸ日経４００インデックス
JAPAN クオリティ150インデックス
国内債券インデックス
国内物価連動国債インデックス
国内リートインデックス 
NYダウインデックス
全世界株式インデックス
先進国株式インデックス
先進国債券インデックス
先進国リートインデックス
新興国株式インデックス
新興国債券インデックス
新興国リートインデックス
債券バランス（2資産均等型）
バランス（4資産均等型）
バランス（8資産均等型）
バランス（波乗り型）
コモディティインデックス

■ベンチマークについて（2）
 ダウ・ジョーンズ工業株価平均 とは、S&Pダウ・ジョーンズ・イン
デックスLLCの商品で、輸送株と公益株以外の商品とサービスを
提供する米国のすべての上場銘柄から、米国を代表する優良30
銘柄を選出し、指数化したものです。ダウ・ジョーンズ工業株価
平均（ＮＹダウ）（円換算ベース）は、ダウ・ジョーンズ工業株価平均
（ＮＹダウ）（米ドルベース）をもとに、委託会社が計算したものです。
「Dow Jones Industrial Average™」（ダウ・ジョーンズ工業
株価平均）（当インデックス）はS&P Dow Jones Indices LLC
（「SPDJI」）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱ＵＦＪ
国際投信株式会社に付与されています。Standard & Poor’s®
およびS&P®はStandard & Poor’s Financial Services LLC
（「S&P」）の登録商標で、DJIA®、The Dow®、Dow Jones®
およびDow Jones Industrial AverageはDow Jones Trademark 
Holdings LLC（「Dow Jones」）の商標であり、これらの商標を
利用するライセンスがSPDJIに、特定目的での利用を許諾する
サブライセンスが三菱ＵＦＪ国際投信株式会社にそれぞれ付与
されています。当ファンドは、SPDJI、Dow Jones、S&Pまたは
それぞれの関連会社によってスポンサー、保証、販売、または販売
促進されているものではなく、これら関係者のいずれも、かかる
商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、Dow 
Jones Industrial Averageの誤り、欠落、または中断に対して
一切の責任も負いません。

 MSCI オール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本） 
とは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界の先進
国・新興国の株式で構成されています。MSCI オール・カントリー・
ワールド・インデックス（除く日本、円換算ベース）は、MSCI オール・
カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、米ドルベース）を
もとに、委託会社が計算したものです。
 ＭＳＣＩ Kokusai Index（ＭＳＣＩコクサイ インデックス） とは、MSCI 
Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界の先進国で構成されて
います。ＭＳＣＩ Kokusai Index（ＭＳＣＩコクサイ インデックス）（円
換算ベース）は、ＭＳＣＩ Kokusai Index（ＭＳＣＩコクサイ インデッ
クス）（米ドルベース）をもとに、委託会社が計算したものです。
 ＭＳＣＩ エマージング・マーケット・インデックス とは、MSCI Inc.
が開発した株価指数で、世界の新興国で構成されています。ＭＳＣＩ 
エマージング・マーケット・インデックス（円換算ベース）は、ＭＳＣＩ 
エマージング・マーケット・インデックス（米ドルベース）をもとに、
委託会社が計算したものです。
各指数に対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI 
Inc.に帰属します。

 シティ世界国債インデックス（除く日本）、（除く日本、円ヘッジ・
円ベース） とは、Citigroup Index LLCにより開発、算出および
公表されている、日本を除く世界主要国の国債の総合収益率を
各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。シティ
世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）は、シティ世界
国債インデックス（除く日本）をもとに、委託会社が計算したもの
です。

 Ｓ＆Ｐ先進国REITインデックス とは、S&Pダウ・ジョーンズ・イン
デックスLLCが有するＳ＆Ｐグローバル株価指数の採用銘柄の中
から、不動産投資信託（REIT）および同様の制度に基づく銘柄の
浮動株修正時価総額に基づいて算出される指数です。Ｓ＆Ｐの免責
文については、投資信託説明書（交付目論見書）をご参照ください。
なお、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算
ベース）は、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み）を
もとに、委託会社が計算したものです。

 Ｓ＆Ｐ新興国リートインデックス（配当込み） とは、S&Pダウ・ジョー
ンズ・インデックスLLCが有するＳ＆Ｐグローバル株価指数の採用
銘柄の中から、新興国の不動産投資信託（REIT）および同様の制度
に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて算出される指数
です。Ｓ＆Ｐの免責文については、投資信託説明書（交付目論見書）
をご参照ください。なお、Ｓ＆Ｐ新興国リートインデックス（配当込み・
円換算ベース）は、Ｓ＆Ｐ新興国リートインデックス（配当込み）を
もとに、委託会社が計算したものです。

 JPモルガンGBI－EMグローバル・ダイバーシファイド とは、J.P.
モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが算出し公表している
指数で、現地通貨建てのエマージング債市場の代表的なインデッ
クスです。現地通貨建てのエマージング債のうち、投資規制の有無
や、発行規模等を考慮して選ばれた銘柄により構成されています。
JPモルガンGBI－EMグローバル・ダイバーシファイド（円換算
ベース）とは、J.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが
算出し公表しているJPモルガンGBI－EMグローバル・ダイバーシ
ファイド（ドルベース）をもとに、委託会社が計算したものです。当
指数は、J.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが発表して
おり、著作権はJ.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーに
帰属しております。

 ブルームバーグ商品指数（Bloomberg Commodity IndexSM） 
とは、ブルームバーグ社が公表する、世界の商品（コモディティ）
市況の総合的な動きを表すインデックスです。ブルームバーグ
商品指数トータルリターン （米ドルベース）とは、ブルームバーグ
商品指数（Bloomberg Commodity IndexSM）に先物取引の委託
証拠金等から得られる利子収入を加味したものであり、ブルーム
バーグ商品指数トータルリターン（円換算ベース）とは、ブルーム
バーグ商品指数トータルリターン（米ドルベース）をもとに委託
会社が計算したものです。「ブルームバーグ商品指数（Bloomberg 
Commodity IndexSM）」および「ブルームバーグ（Bloomberg®）」
は、ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピー（Bloomberg 
Finance L.P.）およびその関係会社（以下「ブルームバーグ」と
総称します。）のサービスマークであり、委託会社による一定の目的
での利用のためにライセンスされています。ブルームバーグ商品
指数（Bloomberg Commodity IndexSM）は、ブルームバーグと
UBSセキュリティーズ・エル・エル・シー（UBS Securities LLC）の
間の契約に従ってブルームバーグが算出し、配信し、販売するもの
です。ブルームバーグ、ならびにUBSセキュリティーズ・エル・エル・
シーおよびその関係会社（以下「UBS」と総称します。）のいずれも、
委託会社の関係会社ではなく、ブルームバーグおよびUBSは、
ｅＭＡＸＩＳプラス コモディティインデックスを承認し、是認し、レビュー
しまたは推奨するものではありません。ブルームバーグおよびUBS
のいずれも、ブルームバーグ商品指数（Bloomberg Commodity 
IndexSM）に関連するいかなるデータまたは情報の適時性、正確性
または完全性も保証するものではありません。
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（注）各ファンドに該当するリスクは○印でご確認ください。また、◎印はファンドに与える影響度がより大きなものを表しています。
※外貨建資産については原則として為替ヘッジを行い、為替リスクの低減を図ります。

各ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用に
より信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元金が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を
被り、投資元金を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。
eMAXISプラス コモディティインデックスは、特定の有価証券等への投資に係るリスクを伴いますが、複数銘柄に分散する場合に
比べ、分散投資効果が得られないことから、特定の有価証券等が受けるリスクの影響をほぼ直接に受けます。

投資リスク

（価格変動リスク）
一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動し、公社債の価格は市場金利の
変動等を受けて変動し、また、不動産投資信託証券（リート）の価格は保有不動産等の価値やそこから得られる収益の
増減等により変動するため、ファンドはその影響を受け組入株式や組入公社債、組入不動産投資信託証券の価格の
下落は基準価額の下落要因となります。
また、物価連動国債については、上記のほか物価の変動による影響を受け価格が変動します。一般に、物価が下落した
場合あるいは物価の下落が見込まれる場合には、物価連動国債の価格が下落するため、基準価額の下落要因となり
ます。
一般に、商品（コモディティ）価格は需給関係や為替、金利の変化など様々な要因により大きく変動します。eMAXIS
プラス コモディティインデックスが投資する有価証券等は特定の商品指数の変動の影響を受けるため、ファンドは
その影響を受け組入有価証券等の価格の下落は基準価額の下落要因となります。

（為替変動リスク）
eMAXIS NYダウインデックス、eMAXIS 全世界株式インデックス、eMAXIS 先進国株式インデックス、eMAXIS 
先進国債券インデックス、eMAXIS 先進国リートインデックス、eMAXIS 新興国株式インデックス、eMAXIS 新興国
債券インデックス、eMAXIS 新興国リートインデックス、eMAXIS バランス（4資産均等型）、eMAXIS バランス（8資産
均等型）、eMAXIS バランス（波乗り型）、eMAXISプラス コモディティインデックスにおいて、組入外貨建資産につい
ては、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受けます。
eMAXIS 債券バランス（2資産均等型）において、組入外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの
低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。為替ヘッジを行う場合で円金利がヘッジ
対象通貨建の金利より低いときには、これらの金利差相当分がヘッジコストとなります。

市場リスク

各ファンドの基準価額の変動要因となる主なリスク
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価格変動リスク

市場リスク

為替変動リスク 信用リスク
eMAXISシリーズ

○
○
○
○
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◎
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◎
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◎
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流動性リスク
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－
－
－
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－
◎
◎
◎
－
－
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◎
－

カントリーリスク
日経２２５インデックス
ＴＯＰＩＸインデックス
ＪＰＸ日経４００インデックス
JAPAN クオリティ150インデックス
国内債券インデックス
国内物価連動国債インデックス
国内リートインデックス 
NYダウインデックス
全世界株式インデックス
先進国株式インデックス
先進国債券インデックス
先進国リートインデックス
新興国株式インデックス
新興国債券インデックス
新興国リートインデックス
債券バランス（2資産均等型）
バランス（4資産均等型）
バランス（8資産均等型）
バランス（波乗り型）
コモディティインデックス

■ベンチマークについて（2）
 ダウ・ジョーンズ工業株価平均 とは、S&Pダウ・ジョーンズ・イン
デックスLLCの商品で、輸送株と公益株以外の商品とサービスを
提供する米国のすべての上場銘柄から、米国を代表する優良30
銘柄を選出し、指数化したものです。ダウ・ジョーンズ工業株価
平均（ＮＹダウ）（円換算ベース）は、ダウ・ジョーンズ工業株価平均
（ＮＹダウ）（米ドルベース）をもとに、委託会社が計算したものです。
「Dow Jones Industrial Average™」（ダウ・ジョーンズ工業
株価平均）（当インデックス）はS&P Dow Jones Indices LLC
（「SPDJI」）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱ＵＦＪ
国際投信株式会社に付与されています。Standard & Poor’s®
およびS&P®はStandard & Poor’s Financial Services LLC
（「S&P」）の登録商標で、DJIA®、The Dow®、Dow Jones®
およびDow Jones Industrial AverageはDow Jones Trademark 
Holdings LLC（「Dow Jones」）の商標であり、これらの商標を
利用するライセンスがSPDJIに、特定目的での利用を許諾する
サブライセンスが三菱ＵＦＪ国際投信株式会社にそれぞれ付与
されています。当ファンドは、SPDJI、Dow Jones、S&Pまたは
それぞれの関連会社によってスポンサー、保証、販売、または販売
促進されているものではなく、これら関係者のいずれも、かかる
商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、Dow 
Jones Industrial Averageの誤り、欠落、または中断に対して
一切の責任も負いません。

 MSCI オール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本） 
とは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界の先進
国・新興国の株式で構成されています。MSCI オール・カントリー・
ワールド・インデックス（除く日本、円換算ベース）は、MSCI オール・
カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、米ドルベース）を
もとに、委託会社が計算したものです。
 ＭＳＣＩ Kokusai Index（ＭＳＣＩコクサイ インデックス） とは、MSCI 
Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界の先進国で構成されて
います。ＭＳＣＩ Kokusai Index（ＭＳＣＩコクサイ インデックス）（円
換算ベース）は、ＭＳＣＩ Kokusai Index（ＭＳＣＩコクサイ インデッ
クス）（米ドルベース）をもとに、委託会社が計算したものです。
 ＭＳＣＩ エマージング・マーケット・インデックス とは、MSCI Inc.
が開発した株価指数で、世界の新興国で構成されています。ＭＳＣＩ 
エマージング・マーケット・インデックス（円換算ベース）は、ＭＳＣＩ 
エマージング・マーケット・インデックス（米ドルベース）をもとに、
委託会社が計算したものです。
各指数に対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI 
Inc.に帰属します。

 シティ世界国債インデックス（除く日本）、（除く日本、円ヘッジ・
円ベース） とは、Citigroup Index LLCにより開発、算出および
公表されている、日本を除く世界主要国の国債の総合収益率を
各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。シティ
世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）は、シティ世界
国債インデックス（除く日本）をもとに、委託会社が計算したもの
です。

 Ｓ＆Ｐ先進国REITインデックス とは、S&Pダウ・ジョーンズ・イン
デックスLLCが有するＳ＆Ｐグローバル株価指数の採用銘柄の中
から、不動産投資信託（REIT）および同様の制度に基づく銘柄の
浮動株修正時価総額に基づいて算出される指数です。Ｓ＆Ｐの免責
文については、投資信託説明書（交付目論見書）をご参照ください。
なお、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算
ベース）は、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み）を
もとに、委託会社が計算したものです。

 Ｓ＆Ｐ新興国リートインデックス（配当込み） とは、S&Pダウ・ジョー
ンズ・インデックスLLCが有するＳ＆Ｐグローバル株価指数の採用
銘柄の中から、新興国の不動産投資信託（REIT）および同様の制度
に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて算出される指数
です。Ｓ＆Ｐの免責文については、投資信託説明書（交付目論見書）
をご参照ください。なお、Ｓ＆Ｐ新興国リートインデックス（配当込み・
円換算ベース）は、Ｓ＆Ｐ新興国リートインデックス（配当込み）を
もとに、委託会社が計算したものです。

 JPモルガンGBI－EMグローバル・ダイバーシファイド とは、J.P.
モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが算出し公表している
指数で、現地通貨建てのエマージング債市場の代表的なインデッ
クスです。現地通貨建てのエマージング債のうち、投資規制の有無
や、発行規模等を考慮して選ばれた銘柄により構成されています。
JPモルガンGBI－EMグローバル・ダイバーシファイド（円換算
ベース）とは、J.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが
算出し公表しているJPモルガンGBI－EMグローバル・ダイバーシ
ファイド（ドルベース）をもとに、委託会社が計算したものです。当
指数は、J.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが発表して
おり、著作権はJ.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーに
帰属しております。

 ブルームバーグ商品指数（Bloomberg Commodity IndexSM） 
とは、ブルームバーグ社が公表する、世界の商品（コモディティ）
市況の総合的な動きを表すインデックスです。ブルームバーグ
商品指数トータルリターン （米ドルベース）とは、ブルームバーグ
商品指数（Bloomberg Commodity IndexSM）に先物取引の委託
証拠金等から得られる利子収入を加味したものであり、ブルーム
バーグ商品指数トータルリターン（円換算ベース）とは、ブルーム
バーグ商品指数トータルリターン（米ドルベース）をもとに委託
会社が計算したものです。「ブルームバーグ商品指数（Bloomberg 
Commodity IndexSM）」および「ブルームバーグ（Bloomberg®）」
は、ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピー（Bloomberg 
Finance L.P.）およびその関係会社（以下「ブルームバーグ」と
総称します。）のサービスマークであり、委託会社による一定の目的
での利用のためにライセンスされています。ブルームバーグ商品
指数（Bloomberg Commodity IndexSM）は、ブルームバーグと
UBSセキュリティーズ・エル・エル・シー（UBS Securities LLC）の
間の契約に従ってブルームバーグが算出し、配信し、販売するもの
です。ブルームバーグ、ならびにUBSセキュリティーズ・エル・エル・
シーおよびその関係会社（以下「UBS」と総称します。）のいずれも、
委託会社の関係会社ではなく、ブルームバーグおよびUBSは、
ｅＭＡＸＩＳプラス コモディティインデックスを承認し、是認し、レビュー
しまたは推奨するものではありません。ブルームバーグおよびUBS
のいずれも、ブルームバーグ商品指数（Bloomberg Commodity 
IndexSM）に関連するいかなるデータまたは情報の適時性、正確性
または完全性も保証するものではありません。
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■ 投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を
行います。

■ 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者
保護機構の保護の対象ではありません。販売会社が登録金融機関の
場合、投資者保護基金に加入しておりません。

投資信託に関するご留意事項

その他の留意点 ・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。
 ・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、

計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合が
あります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

 ・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とするマザーファンドを
共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買が生じた場合などには、ファンドの
基準価額に影響する場合があります。

 ・eMAXIS 国内リートインデックスは、対象指数との連動性を保つために特定の銘柄に集中投資することがあります。
そのため、当該銘柄の影響を大きく受ける場合があります。

 ・eMAXISプラス コモディティインデックスは、ファンドの資産規模によっては、運用方針に基づく運用が効率的に
できない場合があります。

リスクの管理体制 ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部門から独立した管理担当部署によりリスク
運営状況のモニタリング等のリスク管理を行っています。

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、
市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制等
により十分な流動性の下での取引を行えない場合
または取引が不可能となる場合、市場実勢から期待
される価格より不利な価格での取引となる可能性
があります。また、不動産投資信託証券は、株式と
比べ市場規模が小さく、一般的に取引量も少ない
ため、流動性リスクも高い傾向にあります。上場投資
信託証券に投資する場合は、一般的に株式と比べ
上場投資信託証券は取引規模が小さく、取引量も
少ないため、流動性リスクも高い傾向にあります。

組入有価証券等の発行者や取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれが予想された場合もしくはこれらに
関する外部評価の悪化があった場合等には、当該組入有価証券等の価格が下落することやその価値がなくなること、
または利払い・償還金の支払いが滞ることがあります。
また、eMAXISプラス コモディティインデックスが投資する有価証券等はスワップ取引等を利用する場合がありますが、
その取引相手の倒産等により、取引が不履行になるリスク、取引を決済する場合に反対売買ができなくなるリスク、
理論価格よりも大幅に不利な条件でしか反対売買ができなくなるリスクなどがあり、その結果として多額の損失が
発生し、基準価額が大幅に下落する場合があります。

信用リスク

流動性リスク
eMAXIS 全世界株式インデックス、eMAXIS 新興
国株式インデックス、eMAXIS 新興国債券インデッ
クス、eMAXIS 新興国リートインデックス、eMAXIS 
バランス（8資産均等型）、eMAXIS バランス
（波乗り型）において、新興国への投資は、先進国
への投資を行う場合に比べ、投資対象国における
クーデターや重大な政治体制の変更、資産凍結を
含む重大な規制の導入、政府のデフォルト等の
発生による影響を受けることにより、市場・信用・
流動性の各リスクが大きくなる可能性があります。

カントリーリスク

■ 当資料は、三菱UFJ国際投信が作成した販売用資料です。投資信託を
ご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付
目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

■ 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることが
あります。

■ 当資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その
正確性・完全性を保証するものではありません。

当資料に関するご注意事項

eMAXISシリーズ
※三菱東京ＵＦＪ銀行でお申込みの場合ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください。

お申込みメモ＜1＞ ファンドの費用＜1＞・税金

締
切

申込締切時間
原則として、午後3時までに受け付けた購入・換金のお申込みを
当日のお申込み分とします。

制
限
等

申込不可日
各ファンドについて、P13-14「お申込みメモ＜2＞」のいずれか
に該当する休業日は、購入・換金のお申込みができません。

換金制限
ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金のお申込みに
制限を設ける場合があります。なお、ファンドによっては、大口の
換金のお申込みについては正午までにお願いします。

購入・換金申込受付の中止および取消し
金融商品取引所等における取引の停止、外貨建資産に投資する場
合には外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき
は、購入・換金のお申込みの受付を中止することおよびすでに受
け付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消すことがあります。

信
託
期
間

信託期間
無期限
〈下記を除く各ファンド〉 （2009年10月28日設定）
〈全世界株式インデックス〉 （2010年7月20日設定）
〈新興国債券インデックス〉 （2010年9月13日設定）
〈バランス（８資産均等型）／バランス（波乗り型）〉
 （2011年10月31日設定）
〈NYダウインデックス〉 （2013年8月7日設定）
〈新興国リートインデックス〉 （2013年11月18日設定）
〈ＪＰＸ日経４００インデックス〉 （2014年4月1日設定）
〈国内物価連動国債インデックス〉 （2014年11月6日設定）
〈コモディティインデックス〉 （2015年6月18日設定）
〈債券バランス（2資産均等型）/バランス（4資産均等型）〉
 （2015年8月27日設定）
〈JAPAN クオリティ１５０インデックス〉 （2015年11月6日設定）
繰上償還
各ファンドについて、受益権の口数が所定の口数を下回ることとなっ
た場合等には、信託期間を繰り上げて償還となる場合があります。

決
算
・
分
配

決算日
毎年1月26日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配
年1回の決算時に分配を行います。
ただし、分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあります。
収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額
の減少および基準価額の下落要因となります。
収益分配金は税金を差し引いた後、原則として再投資されます。
（注）分配金を再投資せず、お客さまの指定口座にご入金する

お取扱いを希望される場合は、分配金出金（定期引出契約）
をお申込みください。

課
税

課税関係
課税上、株式投資信託として取り扱われます。
少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」の適用対象です。

ありません。

お客さまが直接的に負担する費用

購入時
手数料

信託財産
留保額 P13-14「ファンドの費用＜2＞」をご参照ください。

購
入
時
換
金
時

お客さまが信託財産で間接的に負担する費用
運用管理費用
（信託報酬）

その他の費用・
手数料

P13-14「ファンドの費用＜2＞」をご参照ください。

〈日経225インデックス／TOPIXインデックス／国内債券
インデックス／ＪＰＸ日経４００インデックス／国内物価連動
国債インデックス／JAPAN クオリティ１５０インデックス〉
売買委託手数料等、監査費用等を信託財産から
ご負担いただきます。
〈国内リートインデックス〉 
売買委託手数料等、監査費用、マザーファンドの
換金に伴う信託財産留保額等を信託財産からご
負担いただきます。
〈NYダウインデックス／コモディティインデックス／
債券バランス（２資産均等型）〉 
売買委託手数料等、監査費用、外国での資産の
保管等に要する費用等を信託財産からご負担いた
だきます。
〈上記を除く各ファンド〉
売買委託手数料等、監査費用、外国での資産の
保管等に要する費用、マザーファンドの換金に伴
う信託財産留保額等を信託財産からご負担いた
だきます。
これらの費用は運用状況等により変動するものであり、
事前に料率、上限額等を表示することができません。

・運用管理費用（信託報酬）、監査費用は毎日計上され、コモディティインデッ
クスにおいては、第２計算期間以降の毎計算期間の６ヵ月終了日および毎決算
時または償還時に、その他のファンドにおいては、毎計算期間の6ヵ月終了日
および毎決算時または償還時に信託財産から支払われます。その他の費用・
手数料（監査費用を除きます。）は、その都度信託財産から支払われます。

・運用管理費用（信託報酬）およびその他の費用・手数料（国内において発生
するものに限ります。）には消費税等相当額が含まれます。

・お客さまにご負担いただく手数料等の合計額は、購入金額や保有期間等に
応じて異なりますので、表示することができません。

保
有
期
間
中

換

　金

換金単位
投資信託口座：1円以上1円単位、または1口以上1口単位、または全部。
金融商品仲介口座：1口以上1口単位、または全部。

換金価額
P13-14「お申込みメモ＜2＞」をご参照ください。

換金代金
原則として、P13-14「お申込みメモ＜2＞」に記載の日にお支払い
します。

購

　入

購入単位
分配金再投資コース（累積投資コース）：1万円以上1円単位
再投資される分配金については、1口単位とします。
投資信託口座を通じたお申込みの場合は上記以外の購入単位で
のお取扱いもございます。くわしくは、三菱東京ＵＦＪ銀行のホーム
ページをご覧ください。
※投資信託口座：三菱東京ＵＦＪダイレクトでお取扱いしています。
※金融商品仲介口座：オンライントレードでお取扱いしています。
　（窓口では、ご購入いただけません。）

購入価額
P13-14「お申込みメモ＜2＞」をご参照ください。
※ファンドの基準価額は1万口当たりで表示されます。

委託会社 （信託財産の運用の指図等） 三菱ＵＦＪ国際投信株式会社
受託会社 （信託財産の保管・管理等） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
販売会社 （購入・換金の取扱い等）※
〔投資信託口座を通じたお取扱いの場合〕株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
〔金融商品仲介口座を通じたお取扱いの場合〕三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社
（金融商品仲介業務等を行う登録金融機関：株式会社三菱東京UFJ銀行）
※他の販売会社については、表紙に記載の三菱ＵＦＪ国際投信の照会先でご確認
　いただけます。

  

税金

個人受益者については、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時
の価額から取得費を控除した利益に対して課税されます。なお、法人の課税
は異なります。また、税法が改正された場合等には、変更となることがあり
ます。くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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eMAXISシリーズ
※販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください。

お申込みメモ＜1＞ ファンドの費用＜1＞・税金

ありません。

お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

その他の費用・
手数料

お客さまが直接的に負担する費用

購入時
手数料

信託財産
留保額

税金

P13-14「ファンドの費用＜2＞」をご参照ください。

P13-14「ファンドの費用＜2＞」をご参照ください。

〈日経225インデックス／TOPIXインデックス／国内債券
インデックス／ＪＰＸ日経４００インデックス／国内物価連動
国債インデックス／JAPAN クオリティ１５０インデックス〉
売買委託手数料等、監査費用等を信託財産から
ご負担いただきます。
〈国内リートインデックス〉 
売買委託手数料等、監査費用、マザーファンドの
換金に伴う信託財産留保額等を信託財産からご
負担いただきます。
〈NYダウインデックス／コモディティインデックス／
債券バランス（2資産均等型）〉 
売買委託手数料等、監査費用、外国での資産の
保管等に要する費用等を信託財産からご負担いた
だきます。
〈上記を除く各ファンド〉
売買委託手数料等、監査費用、外国での資産の
保管等に要する費用、マザーファンドの換金に伴
う信託財産留保額等を信託財産からご負担いた
だきます。
これらの費用は運用状況等により変動するものであり、
事前に料率、上限額等を表示することができません。

・運用管理費用（信託報酬）、監査費用は毎日計上され、コモディティインデッ
クスにおいては、第２計算期間以降の毎計算期間の６ヵ月終了日および毎決算
時または償還時に、その他のファンドにおいては、毎計算期間の6ヵ月終了日
および毎決算時または償還時に信託財産から支払われます。その他の費用・
手数料（監査費用を除きます。）は、その都度信託財産から支払われます。

・運用管理費用（信託報酬）およびその他の費用・手数料（国内において発生
するものに限ります。）には消費税等相当額が含まれます。

・お客さまにご負担いただく手数料等の合計額は、購入金額や保有期間等に
応じて異なりますので、表示することができません。

個人受益者については、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時
の価額から取得費を控除した利益に対して課税されます。なお、法人の課税
は異なります。また、税法が改正された場合等には、変更となることがあり
ます。くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

購
入
時

換
金
時

保
有
期
間
中

委託会社（ファンドの運用の指図等）  三菱UFJ国際投信株式会社
受託会社（ファンドの財産の保管・管理等） 三菱UFJ信託銀行株式会社

販売会社（購入・換金の取扱い等）
表紙に記載の三菱UFJ国際投信の照会先でご確認いただけます。

購

　入

購入単位
販売会社が定める単位
販売会社にご確認ください。

購入価額
P13-14「お申込みメモ＜2＞」をご参照ください。
※ファンドの基準価額は1万口当たりで表示されます。

購入代金
販売会社の定める期日までに販売会社指定の方法でお支払い
ください。

換

　金

換金単位
販売会社により異なります。くわしくは、販売会社にご確認ください。

換金価額
P13-14「お申込みメモ＜2＞」をご参照ください。

換金代金
原則として、P13-14「お申込みメモ＜2＞」に記載の日から販売
会社においてお支払いします。

締

　切

申込締切時間
原則として、午後3時までに販売会社が受け付けた購入・換金の
お申込みを当日のお申込み分とします。

制
限
等

申込不可日
各ファンドについて、P13-14「お申込みメモ＜2＞」のいずれかに
該当する休業日は、購入・換金のお申込みができません。

換金制限
ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金のお申込みに
制限を設ける場合があります。なお、ファンドによっては、大口の
換金のお申込みについては正午までにお願いします。

購入・換金申込受付の中止および取消し
金融商品取引所等における取引の停止、外貨建資産に投資する場
合には外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき
は、購入・換金のお申込みの受付を中止することおよびすでに受
け付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消すことがあります。

信
託
期
間

信託期間
無期限
〈下記を除く各ファンド〉 （2009年10月28日設定）
〈全世界株式インデックス〉 （2010年7月20日設定）
〈新興国債券インデックス〉 （2010年9月13日設定）
〈バランス（８資産均等型）／バランス（波乗り型）〉
 （2011年10月31日設定）
〈NYダウインデックス〉 （2013年8月7日設定）
〈新興国リートインデックス〉 （2013年11月18日設定）
〈ＪＰＸ日経４００インデックス〉 （2014年4月1日設定）
〈国内物価連動国債インデックス〉 （2014年11月6日設定）
〈コモディティインデックス〉 （2015年6月18日設定）
〈債券バランス（2資産均等型）／バランス（4資産均等型）〉
 （2015年8月27日設定）
〈JAPAN クオリティ１５０インデックス〉 （2015年11月6日設定）
繰上償還
各ファンドについて、受益権の口数が所定の口数を下回ることとなっ
た場合等には、信託期間を繰り上げて償還となる場合があります。

決
算
・
分
配

決算日
毎年1月26日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配
年1回の決算時に分配を行います。
※販売会社との契約によっては、収益分配金の再投資が可能です。

課
税

課税関係
課税上、株式投資信託として取り扱われます。
少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」の適用対象です。
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eMAXISシリーズ eMAXISシリーズ

ファンドの費用＜2＞お申込みメモ＜2＞

※1 上場投資信託（リート）は市場の需給により価格形成されるため、上場投資信託の費用は表示しておりません。
※2 購入、換金のお申込みの受付を行わないものとしてあらかじめ委託会社が指定する日においては、購入・換金のお申込みができません。

なお、お申込み不可日は、投資対象国・地域の休日等またはそれらの影響を受ける日とし、当該日のお申込みを受け付けることにより
投資信託財産の効率的な運用を妨げるおそれがあると委託会社が合理的に判断する日とします。このため、指数の構成国の変更等
によりお申込み不可日が変わることがあります。

※3 マザーファンドの投資対象とするETFにおける料率を含めた実質的な料率（上限値）を算出したものです。当該ファンドの運用管理
費用（信託報酬）は純資産総額×年0.432％（税抜 年0.4％）、マザーファンドの投資対象とするETFの運用管理費用（信託報酬）は
年0.45％です。

ファンドの費用＜2＞お申込みメモ＜2＞

ファンド名 購入価額 換金価額 換金代金 信託財産
留保額

運用管理費用
（信託報酬）
〔純資産総額×
下記の率〕

申込不可日

購入申込
受付日の
翌営業日の
基準価額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

－信託財産留保額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

－信託財産留保額

原則として、
換金申込受付日
から起算して
7営業日目から

原則として、
換金申込受付日
から起算して
6営業日目から

年0.54％
（税抜 年0.5％）※1

年0.54％
（税抜 年0.5％）※1

年0.648％
（税抜 年0.6％）※1

換金申込
受付日の
翌営業日の
基準価額
×0.3%

換金申込
受付日の
翌営業日の
基準価額
×0.15%

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
香港取引所の休業日、
香港の銀行の休業日、

オーストラリア証券取引所の
休業日、

シドニーの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

ｅＭＡＸＩＳ
バランス（8資産均等型）

ｅＭＡＸＩＳプラス
コモディティインデックス

ｅＭＡＸＩＳ
バランス（波乗り型）

ｅＭＡＸＩＳ
新興国リートインデックス

2015年8月末現在、以下に
該当する日としています。※2
・ヨハネスブルグ証券取引所の
休業日
・メキシコ証券取引所の休業日
・マレーシア証券取引所の休業
日（半休日を含みます。）

原則として、
換金申込受付日
から起算して
6営業日目から

年0.648％
（税抜 年0.6％）

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
フランクフルト証券取引所の

休業日

原則として、
換金申込受付日
から起算して
5営業日目から

換金申込受付日の
翌営業日の基準価額

実質的な負担
年0.882％（税込）※3ありません。

ｅＭＡＸＩＳ
新興国債券インデックスｅＭＡＸＩＳ

ＴＯＰＩＸインデックス 
年0.432％

（税抜 年0.4％）

ファンド名 購入価額 換金価額 換金代金 信託財産
留保額

運用管理費用
（信託報酬）
〔純資産総額×
下記の率〕

申込不可日

ｅＭＡＸＩＳ
日経２２５インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
ＪＰＸ日経４００インデックス

ｅＭＡＸＩＳ
国内債券インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
NYダウインデックス 

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

年0.648％
（税抜 年0.6％）

ｅＭＡＸＩＳ
国内リートインデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
先進国株式インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
全世界株式インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
先進国債券インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
先進国リートインデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
新興国株式インデックス

購入申込
受付日の
翌営業日の
基準価額

換金申込受付日の
基準価額－

信託財産留保額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

－信託財産留保額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

－信託財産留保額

原則として、
換金申込受付日
から起算して
5営業日目から

原則として、
換金申込受付日
から起算して
5営業日目から

原則として、
換金申込受付日
から起算して
6営業日目から

原則として、
換金申込受付日
から起算して
6営業日目から

年0.432％
（税抜 年0.4％）

年0.432％
（税抜 年0.4％）

年0.432％
（税抜 年0.4％）

年0.432％
（税抜 年0.4％）※1

年0.648％
（税抜 年0.6％）

年0.648％
（税抜 年0.6％）

年0.648％
（税抜 年0.6％）

年0.648％
（税抜 年0.6％）※1

年0.648％
（税抜 年0.6％）

ありません。

ありません。

換金申込
受付日の
基準価額
×0.3%

換金申込
受付日の
翌営業日の
基準価額
×0.3%

換金申込
受付日の
翌営業日の
基準価額
×0.05%

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ロンドン証券取引所の休業日

ニューヨークの銀行の
休業日、

ロンドンの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

ニューヨーク証券取引所の
休業日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
オーストラリア証券取引所の

休業日、
シドニーの銀行の休業日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
香港取引所の休業日、
香港の銀行の休業日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
香港取引所の休業日、
香港の銀行の休業日

ｅＭＡＸＩＳ
JAPAN クオリティ
150インデックス　

年0.432％
（税抜 年0.4％）

ｅＭＡＸＩＳ
国内物価連動国債
インデックス 

購入申込
受付日の
基準価額

換金申込受付日の
基準価額

原則として、
換金申込受付日
から起算して
4営業日目から

年0.432％
（税抜 年0.4％）

ありません。

ありません。

原則として、
換金申込受付日
から起算して
5営業日目から

年0.54％
（税抜 年0.5％）

年0.432％
（税抜 年0.4％）

ｅＭＡＸＩＳ
債券バランス
（2資産均等型）

ｅＭＡＸＩＳ
バランス（4資産均等型）

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

換金申込受付日の
翌営業日の基準価額 ありません。
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ファンドの費用＜2＞お申込みメモ＜2＞

※1 上場投資信託（リート）は市場の需給により価格形成されるため、上場投資信託の費用は表示しておりません。
※2 購入、換金のお申込みの受付を行わないものとしてあらかじめ委託会社が指定する日においては、購入・換金のお申込みができません。

なお、お申込み不可日は、投資対象国・地域の休日等またはそれらの影響を受ける日とし、当該日のお申込みを受け付けることにより
投資信託財産の効率的な運用を妨げるおそれがあると委託会社が合理的に判断する日とします。このため、指数の構成国の変更等
によりお申込み不可日が変わることがあります。

※3 マザーファンドの投資対象とするETFにおける料率を含めた実質的な料率（上限値）を算出したものです。当該ファンドの運用管理
費用（信託報酬）は純資産総額×年0.432％（税抜 年0.4％）、マザーファンドの投資対象とするETFの運用管理費用（信託報酬）は
年0.45％です。

ファンドの費用＜2＞お申込みメモ＜2＞

ファンド名 購入価額 換金価額 換金代金 信託財産
留保額

運用管理費用
（信託報酬）
〔純資産総額×
下記の率〕

申込不可日

購入申込
受付日の
翌営業日の
基準価額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

－信託財産留保額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

－信託財産留保額

原則として、
換金申込受付日
から起算して
7営業日目から

原則として、
換金申込受付日
から起算して
6営業日目から

年0.54％
（税抜 年0.5％）※1

年0.54％
（税抜 年0.5％）※1

年0.648％
（税抜 年0.6％）※1

換金申込
受付日の
翌営業日の
基準価額
×0.3%

換金申込
受付日の
翌営業日の
基準価額
×0.15%

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
香港取引所の休業日、
香港の銀行の休業日、

オーストラリア証券取引所の
休業日、

シドニーの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

ｅＭＡＸＩＳ
バランス（8資産均等型）

ｅＭＡＸＩＳプラス
コモディティインデックス

ｅＭＡＸＩＳ
バランス（波乗り型）

ｅＭＡＸＩＳ
新興国リートインデックス

2015年8月末現在、以下に
該当する日としています。※2
・ヨハネスブルグ証券取引所の
休業日
・メキシコ証券取引所の休業日
・マレーシア証券取引所の休業
日（半休日を含みます。）

原則として、
換金申込受付日
から起算して
6営業日目から

年0.648％
（税抜 年0.6％）

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
フランクフルト証券取引所の

休業日

原則として、
換金申込受付日
から起算して
5営業日目から

換金申込受付日の
翌営業日の基準価額

実質的な負担
年0.882％（税込）※3ありません。

ｅＭＡＸＩＳ
新興国債券インデックスｅＭＡＸＩＳ

ＴＯＰＩＸインデックス 
年0.432％

（税抜 年0.4％）

ファンド名 購入価額 換金価額 換金代金 信託財産
留保額

運用管理費用
（信託報酬）
〔純資産総額×
下記の率〕

申込不可日

ｅＭＡＸＩＳ
日経２２５インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
ＪＰＸ日経４００インデックス

ｅＭＡＸＩＳ
国内債券インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
NYダウインデックス 

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

年0.648％
（税抜 年0.6％）

ｅＭＡＸＩＳ
国内リートインデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
先進国株式インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
全世界株式インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
先進国債券インデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
先進国リートインデックス 

ｅＭＡＸＩＳ
新興国株式インデックス

購入申込
受付日の
翌営業日の
基準価額

換金申込受付日の
基準価額－

信託財産留保額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

－信託財産留保額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

換金申込受付日の
翌営業日の
基準価額

－信託財産留保額

原則として、
換金申込受付日
から起算して
5営業日目から

原則として、
換金申込受付日
から起算して
5営業日目から

原則として、
換金申込受付日
から起算して
6営業日目から

原則として、
換金申込受付日
から起算して
6営業日目から

年0.432％
（税抜 年0.4％）

年0.432％
（税抜 年0.4％）

年0.432％
（税抜 年0.4％）

年0.432％
（税抜 年0.4％）※1

年0.648％
（税抜 年0.6％）

年0.648％
（税抜 年0.6％）

年0.648％
（税抜 年0.6％）

年0.648％
（税抜 年0.6％）※1

年0.648％
（税抜 年0.6％）

ありません。

ありません。

換金申込
受付日の
基準価額
×0.3%

換金申込
受付日の
翌営業日の
基準価額
×0.3%

換金申込
受付日の
翌営業日の
基準価額
×0.05%

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ロンドン証券取引所の休業日

ニューヨークの銀行の
休業日、

ロンドンの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

ニューヨーク証券取引所の
休業日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
オーストラリア証券取引所の

休業日、
シドニーの銀行の休業日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
香港取引所の休業日、
香港の銀行の休業日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
香港取引所の休業日、
香港の銀行の休業日

ｅＭＡＸＩＳ
JAPAN クオリティ
150インデックス　

年0.432％
（税抜 年0.4％）

ｅＭＡＸＩＳ
国内物価連動国債
インデックス 

購入申込
受付日の
基準価額

換金申込受付日の
基準価額

原則として、
換金申込受付日
から起算して
4営業日目から

年0.432％
（税抜 年0.4％）

ありません。

ありません。

原則として、
換金申込受付日
から起算して
5営業日目から

年0.54％
（税抜 年0.5％）

年0.432％
（税抜 年0.4％）

ｅＭＡＸＩＳ
債券バランス
（2資産均等型）

ｅＭＡＸＩＳ
バランス（4資産均等型）

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

ニューヨーク証券取引所の
休業日、

ニューヨークの銀行の休業日、
ロンドン証券取引所の休業日、
ロンドンの銀行の休業日、
その他ニューヨークまたは
ロンドンにおける債券市場の

取引停止日

換金申込受付日の
翌営業日の基準価額 ありません。



追加型投信

販売用資料

0120-151034
受付時間／9：00～17：00（土・日・祝日・12月31日～1月3日を除く）

ご購入の際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

eMAXIS 日経225インデックス eMAXIS TOPIXインデックス
eMAXIS JPX日経400インデックス eMAXIS JAPAN クオリティ150インデックス
eMAXIS 国内債券インデックス eMAXIS 国内物価連動国債インデックス
eMAXIS 国内リートインデックス eMAXIS NYダウインデックス
eMAXIS 全世界株式インデックス eMAXIS 先進国株式インデックス
eMAXIS 先進国債券インデックス eMAXIS 先進国リートインデックス
eMAXIS 新興国株式インデックス eMAXIS 新興国債券インデックス
eMAXIS 新興国リートインデックス eMAXIS 債券バランス（2資産均等型）
eMAXIS バランス（4資産均等型） eMAXIS バランス（8資産均等型）
eMAXIS バランス（波乗り型） eMAXISプラス コモディティインデックス

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは 設定・運用は

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号
加入協会　一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

250874-00000-1512-HP-IS

お客さま専用
フリーダイヤル

http://www.am.mufg.jp/三菱UFJ国際投信
オフィシャルサイト

2015.12

eMAXIS専用サイト http://emaxis.muam.jp/ 250874-12460-1512-HP-IS

商号等 ひろぎんウツミ屋証券株式会社
 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号
加入協会 日本証券業協会


